
2026年日本における大規模言語モデル開発
の最前線：「LLM-jp-4」の技術的深層と国産
エコシステムの戦略的評価 
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序論：国産LLMエコシステムのパラダイムシフトと「LLM-jp-4」
の登場 
2026年4月3日、日本の人工知能研究および自然言語処理分野において、極めて重要なマイルス
トーンが記録された。国立情報学研究所（NII）が主導する産学連携プロジェクト「LLM-jp」により、約
12兆トークンという前例のない規模の高品質コーパスで事前学習された新たな国産大規模言語モデ
ル（LLM）「LLM-jp-4」シリーズが、オープンソースライセンスの下で一般公開されたのである1。本リ

リースは、単にパラメータ規模の拡大や日本語処理精度の段階的な向上を報告するものではない。

提供された「LLM-jp-4 8Bモデル」および「LLM-jp-4 32B-A3Bモデル」は、グローバル市場を席巻す
るOpenAIの「GPT-4o」やAlibabaの「Qwen3-8B」といった最先端のグローバルモデルを一部のベン
チマークで明確に凌駕する性能を実証しており、日本のAI開発能力が独自の競争優位性を確立した
ことを宣言する象徴的な出来事といえる1。 

本報告書は、この「LLM-jp-4」の公開を機軸とし、その技術的特異性、ライセンス戦略の根本的な転
換、および「Thinking（推論）」能力の実装に関する深掘りを行う。さらに、同時期に急激な進化を遂
げているPreferred Networks（PFN）の「PLaMo 3.0 Prime」、Sakana AIの「Namazu」シリーズ、
ELYZAやCyberAgent等の他の国産モデルとの徹底的な比較評価を通じて、2026年春季における
日本国内のLLMエコシステムの全体像を解き明かす。そして、その背後にあるMicrosoftの巨額投
資や「AI主権（Sovereign AI）」を巡るインフラストラクチャーの動向を包括的に分析し、次世代の技術
的展望を提示する。 

「LLM-jp-4」の技術的特異性とアーキテクチャの革新 
データスケールと品質の臨界点：12兆トークンによる事前学習の意味 
LLM-jp-4の基盤となる最も顕著な特徴は、約12兆トークンに及ぶ「良質なコーパス」による事前学習
である1。2024年から2026年にかけての基盤モデル開発競争において、モデルのパラメータサイズ
を単に巨大化させるアプローチから、比較的小規模なパラメータに対して膨大かつ極めて高品質な

データを学習させる「データ最適化スケーリング（Data-optimal scaling）」への移行が業界のコンセ
ンサスとなった。12兆トークンという学習規模は、グローバルな最先端基盤モデルの学習量に匹敵す
る水準であり、特に日本語の複雑な文化的文脈、特有の論理構造、敬語体系、ならびに法務的・専

門的語彙を極めて高い密度で内包していると推測される。 

この圧倒的なデータ量は、言語の表層的な生成能力（次に続く単語の確率的予測）を超え、モデル



内部に高度な「世界モデル（World Model）」を構築することを可能にする。少量のデータや低品質な
ウェブスクレイピングデータでは獲得し得ない「暗黙知」や「ゼロショット推論能力」が、12兆トークンと
いう規模の暴力と、徹底的なデータクリーニングによる品質の精製によってもたらされている。公開さ

れたリソースには「事前訓練済みモデル（llm-jp-4-8b-base、llm-jp-4-32b-a3b-base）」だけでなく、
後段のファインチューニングに用いられる「チューニングデータ（llm-jp-4-thinking-sft-data、
llm-jp-4-8b-thinking-dpo-data等）」が含まれており、日本の研究コミュニティ全体がこの12兆トーク
ンの成果を解剖し、さらなるドメイン特化型の最適化を図るための土壌が完全に提供されている1。 

Mixture of Experts (MoE) と「32B-A3B」の計算資源最適化 
提供されたモデルのラインナップである「8B（80億パラメータ）」および「32B-A3B」は、推論コストの最
適化と性能の最大化という現代AIの至上命題に対する極めて高度な工学的解答である1。8Bクラス
のモデルは、エッジデバイスや単一のコンシューマ向けGPU（例えば24GBのVRAMを持つハード
ウェア）での稼働が視野に入るサイズでありながら、昨今のアーキテクチャの進化により、一昔前の

100B（1000億）クラスに迫る論理性能を発揮する。 

ここで特筆すべきは「32B-A3B」モデルの存在とそのアーキテクチャ設計である。この命名規則にお
ける「A3B」は、全体のパラメータ数が320億（32B）でありながら、推論時にアクティブ（Active）になる
パラメータ数が30億（3B）に制限されている、すなわち「Mixture of Experts（MoE：混合エキスパー
ト）」アーキテクチャの採用を強く示唆している1。MoEアーキテクチャは、入力されたプロンプトの性質
に応じてモデル内部の特定の「専門家（エキスパート）」ネットワークのみをルーターが動的に選択

し、活性化させる仕組みである。これにより、計算リソース（VRAM消費や行列演算量）を劇的に削減
しつつ、巨大モデルと同等の知識容量と複雑なタスク処理能力を維持することが可能となる。 

32Bという広範な知識の深さと、3Bクラスという極めて軽快な生成速度を両立させたこのモデルは、
実運用環境（プロダクション）における費用対効果の観点で極めて高い競争力を持つ。一部のベンチ

マークにおいてGPT-4o等の巨大なクローズドモデルを上回る成果を出せた要因の大部分は、この
MoEアーキテクチャによる効率的な専門性の獲得と、後述する「Thinking（推論）」データセットによる
徹底したアライメントの相乗効果であると考えられる1。 

 



 



 
System 2推論の標準化：「Thinking」モデルがもたらす論理的飛躍 
LLM-jp-4のリリースにおいて最も注目すべき技術的パラダイムシフトは、モデル名に明記された「
thinking」という接尾辞に象徴されている。具体的には「llm-jp-4-8b-thinking」や「
llm-jp-4-32b-a3b-thinking」といったモデル群が、これに対応するDPO（Direct Preference 
Optimization）データセットと共に公開されている1。 

これまで、多くのLLMは入力に対して直感的かつ即座に次の単語を確率的に予測する「System 1
（直感・即断）」的な処理に大きく依存していた。しかし、2025年末から2026年にかけて、AIに人間の
「System 2（熟考・論理展開）」を模倣させるアプローチがグローバルな開発の最前線となった。中国
のDeepSeek-R1などで劇的な成功を収めたこの手法は、最終的な回答を出力する前に、モデル内
部で隠された思考プロセス（Chain of Thought）を長々と展開させ、自己修正や論理的検証を反復さ
せるものである。これにより、高度な数学、プログラミング、複雑な論理パズル、そして多層的な法

務・契約書の解釈といった、単一のパスでは解決不可能なタスクの精度が飛躍的に向上する。 

LLM-jp-4がこの「Thinking」能力を標準装備し、しかもそれをオープンソースとしてSFT（Supervised 
Fine-Tuning）データセットごと提供したことは、日本の学術・産業界がグローバルの最前線である
「推論最適化」の領域に完全に追いつき、独自の発展を遂げ始めたことを強力に証明している。公式

発表において「GPT-4oやQwen3-8Bを上回る」とされた一部のベンチマークスコアは、まさにこの高
度な論理展開能力や、日本語特有の多義性・文脈依存性を時間をかけて解きほぐす思考プロセス

が評価される領域であったと分析される1。 

オープンサイエンスとライセンス戦略の転換 
技術的達成と同等、あるいは社会的なインパクトにおいてはそれ以上に重要なのが、LLM-jpのライ
センスポリシーにおける重大な方針転換である。 

制限付きライセンスからの脱却とApache 2.0の採用 
過去に公開された「LLM-jp-3 172B」モデルの開発および公開においては、モデルが有する強力な汎
用推論能力が悪用されるリスク（AIセーフティ、偽情報生成、サイバー攻撃への転用など）を強く懸念
し、特定の利用目的を明示的に禁止する「制限付きライセンス（RAIL: Responsible AI Licenses等）」
の採用が検討され、アクセス制限が設けられていた2。この慎重なアプローチは、AIの社会的責任を
重んじる立場からは一定の評価を得たものの、開発者コミュニティやビジネス実装を企図する企業

からは、その利用制限がイノベーションの速度を削ぐとの懸念も寄せられていた。 

しかし、2026年4月の「LLM-jp-4」リリースに際し、LLM-jp内部およびステークホルダー間での広範
かつ激しい議論を経て、今後の成果物には原則として制限付きライセンスを採用せず、極めて自由

度の高い「Apache License 2.0」を採用するという明確な指針が打ち出された1。この決定の背骨と

なっているのは、「オープンサイエンスとの整合性」という強力な学術的理念である2。国立情報学研

究所（NII）をはじめとする学術関係者を中心としたLLM-jpの活動において、用途によってモデルの利
用や改変、再配布が制限されるライセンスは、知識の自由な流通、再現性の担保、そして社会への

広範な還元を阻害し、オープンサイエンスの根本的な趣旨から乖離するという最終的な判断が下さ

れたのである。 



政府指針とイノベーションの均衡 
Apache License 2.0の全面的な採用は、企業や独立系研究者がLLM-jp-4をベースとして独自の商
用サービスを開発し、ドメイン特化型の学習を追加し、全く新しいプロダクトとして再配布することを法

的に完全に自由にする。これにより、日本のAI産業全体において、LLM-jp-4が事実上の「標準的な
国産基盤（ファウンデーション・モデル）」として広く普及し、無数の派生モデル（医療特化、金融特

化、法律特化モデル等）が爆発的に誕生するための強固な土台が完成した。 

一方で、ライセンスによる事前規制を撤廃したことは、AIの安全な運用に対する責任がモデルの提
供者から「モデルの利用者（事業者）」へと完全に移行したことを意味する。そのため、本モデルを活

用する事業者は、各自の責任において、内閣府が2025年12月19日に決定した「人工知能関連技術
の研究開発及び活用の適正性確保に関する指針」に則り、適正かつ倫理的に活用することがガイド

ラインとして強く求められている1。これは、技術の封じ込めではなく、透明性の高い民主的な運用に

よってAIの安全性を確保しつつイノベーションの速度を最大化するという、極めて高度で成熟した戦
略的決断であったと評価できる。 

国産LLMエコシステムの徹底比較：戦略の多極化 
LLM-jp-4の立ち位置を客観的かつ正確に把握するためには、同時期に熾烈な開発競争を繰り広げ
ている他の主要な国産LLMとの相対的な比較評価が不可欠である。2026年春の段階において、日
本のLLM市場は単一の指標での競争から脱却し、各社が明確な戦略の多様化（推論特化、事後学
習、特定業務向け等）を見せている。 

Preferred Networks (PFN)：「PLaMo 3.0 Prime」による商用最高峰への挑
戦 
LLM-jp-4の最大の技術的競合であり、日本のエンタープライズAI市場を牽引する存在となっている
のが、Preferred Networks（PFN）が2026年3月23日に詳細を公開した「PLaMo 3.0 Prime」である3。

このモデルの最大の特徴は、既存のオープンソースモデルをベースにチューニングする手法を排

し、PFNがゼロから独自のアーキテクチャとデータセットで構築した「フルスクラッチ」の国産モデルで
ありながら、日本初の本格的な「長考（Reasoning）」機能を実装している点である3。 

PLaMo 3.0 Primeの技術的優位性は、その広大なコンテキストウィンドウに明白に表れている。入力
コンテキスト長は前世代の「PLaMo 2.2 Prime」の32Kから倍増となる64Kトークンへ、出力コンテキス
ト長は4Kから5倍の20Kトークンへと大幅に拡張されている3。これにより、数十ページに及ぶ契約書

の全文解析や、複雑なコードベースの全体像を把握した上での長大なプログラム生成が可能となっ

ている。PFNの発表によれば、このモデルは日本語および英語の指示追従能力や問題解決能力に
おいて、Alibabaの「Qwen3-235B-A22B-Thinking-2507」や「gpt-oss-120b」といった世界的規模の
超巨大モデルを上回るスコアを記録したとされている3。特に法務分野の高度な課題解決や深い論

理的思考が求められるタスクにおいて極めて高い性能を発揮する点において、LLM-jp-4のThinking
モデルと完全にトレンドを共有している。 

両者の決定的な違いは、その開発体制と市場への提供形態にある。LLM-jp-4が「オープンサイエン
ス」の旗印の下、SFT/DPOデータを含む全てのリソースを公開し、コミュニティの集合知を動員するア
プローチを取るのに対し、PLaMo 3.0 Primeは商用利用を前提としたモニター募集を行うなど、PFN



の強靭な自社計算資源と高度なエンジニアリング力に裏打ちされた「最高峰の商用国産API（クロー
ズドモデル）」としての地位の確立を企図している3。さらに、2026年4月3日には視覚と言語を統合し
たマルチモーダルモデル「PLaMo-VL（8Bおよび2B）」をリリースし、日本のVisual Question 
Answering (VQA) やVisual Groundingベンチマークにおいて同規模のオープンモデルを超える性能
を達成している4。また、2026年3月にデジタル庁の「ガバメントAI」の検証モデルとして採択されるな
ど、堅牢なセキュリティが求められる公共・エンタープライズ領域への浸透を深めている4。 

比較項目 LLM-jp-4 (8B / 32B-A3B) PLaMo 3.0 Prime 

開発主導組織 NII / LLM-jp (産学連携コミュニ
ティ) 

Preferred Networks (PFN) 

ライセンス形態 完全オープンソース (Apache 
2.0) 

クローズド / 商用API (β版モニ
ター中) 

主要アーキテクチャ MoE (32B-A3B), Thinking 
(System 2 推論) 

フルスクラッチ, 長考(Reasoning)
特化 

コンテキスト長 - (推測される標準的拡張) 入力64K / 出力20K トークン 

強みとなる比較対象 GPT-4o, Qwen3-8B の一部タ
スクを凌駕 

Qwen3-235B, gpt-oss-120b を
論理推論で凌駕 

戦略的ポジション 日本のオープンイノベーション

基盤・研究土台 
高度な論理・法務タスク向け商

用エンタープライズ基盤 

Sakana AI：事後学習とエージェントアーキテクチャへの移行 
ゼロからの事前学習（フルスクラッチ）という正面突破の道を選ぶLLM-jpやPFNに対し、全く異なる革
新的なアプローチで圧倒的な存在感を示しているのがSakana AIである。同社は2026年3月24日に「
Namazu」シリーズ（アルファ版）を発表した5。このモデルの特徴は、膨大な計算資源と時間を要する

ゼロからの事前学習（Pre-training）フェーズを効率的に回避し、世界最大規模の高性能なオープン・



ファウンデーションモデル（基盤モデル）をベースとして、独自の「事後学習（Post-training）技術」に
よって日本特有の国家仕様・文化・言語体系に適応させるという手法を採用している点にある5。 

Sakana AIの基本戦略は、世界最高峰の既存モデルが持つ普遍的な推論能力や世界知識（World 
Knowledge）を借用しつつ、それを日本のビジネス慣習や特定タスクにアライメントさせることにあ
る。さらに2026年4月2日には、新しい形態のビジネスインテリジェンスの創出に向けたウルトラ
ディープリサーチアシスタント「Sakana Marlin」のベータテストを開始している5。これは、モデル単体

の基礎性能競争から、LLMを頭脳として用いて外部ツールを操作し自律的に情報収集・分析を行う
「自律的リサーチエージェント」という応用層の競争へと主戦場を明確に移していることを意味する。 

また、Sakana AIは2025年1月時点で、「TAID」と呼ばれるLLMから小規模言語モデル（SLM）への効
率的な知識転移手法を用いた小規模日本語モデル「TinySwallow-1.5B」を開発し、同クラスで最高
水準の性能を達成している5。さらに、日本の金融有価証券報告書を用いた「EDINET-Bench」、AIの
創造的推論力を測定する「Sudoku-Bench」、ハードな最適化問題にインスパイアされたコーディング
ベンチマーク「ALE-Bench」など、独自の専門的ベンチマークを次々と公開しており、日本市場におけ
る評価基準そのものを再定義しようとしている5。 

ELYZAおよびCyberAgent：特化型ユースケースと実装の加速 
政府機関や民間企業への実務的な導入という観点では、ELYZAの動向が極めて重要である。2026
年3月10日、KDDIとELYZAの連合は、デジタル庁が推進する「行政AIにおける国内の大規模言語モ
デル（LLM）の利用」に関する重要な実証プロジェクトに採択された6。このイニシアチブは、ELYZAの
LLMと堅牢な運用インフラを活用し、行政部門内での安全かつ高度な生成AIの利活用に貢献するこ
とを目的としている。 

ELYZAは同年1月に、高速な文章生成に特化した「ELYZA-LLM-Diffusion」を商用利用可能なフォー
マットでリリースしている6。さらに3月末には、JR西日本カスタマーリレーションズとの共同プロジェク
トにおいて、生成AIによる要約作業の後処理時間を、100名規模のオペレーションにおいて50%削
減するという、極めて明確な業務効率化の成果（ROI）を報告している6。ELYZAの戦略は、モデルの
絶対的なパラメータサイズやベンチマーク上の数値競争よりも、応答速度の極大化（Diffusion技術
の応用）や、実際の複雑な業務ワークフローへの「組み込みやすさ」に特化している点が特徴であ

る。 

また、デジタルマーケティングおよびメディア領域を主戦場とするサイバーエージェントは、最大68億
パラメータ（6.8B）の日本語LLMをオープンなデータのみで学習し、商用利用可能な形で一般公開し
ている7。同社のモデルは、広告コピーの生成、メディアコンテンツの自動制作、自然な日本語の文章

生成といった同社のコアビジネスに直結するドメインにおいて強みを発揮するように設計されてい

る。 

インフラストラクチャーと経済安全保障：「AI主権」の確立 
LLM-jp-4のリリースやPFNの躍進といったアプリケーション層・モデル層における目覚ましい進歩
は、その基盤となる計算インフラストラクチャー（計算資源）の劇的な拡充と不可分である。現在の

LLM開発競争は、純粋なアルゴリズムやアーキテクチャの優劣を超え、いかに強力な計算資源（最
先端のGPUクラスタ等）を安定的に確保できるかという資本力とインフラの覇権争いへと移行してい



る。 

Microsoftによる1.6兆円投資と国内計算資源の強靭化 
2026年4月3日、LLM-jp-4の公開と同日に、米Microsoftから日本のAI産業の構造を根底から変革
する極めて象徴的な発表が行われた。Microsoftは日本におけるAIおよびクラウド基盤の強化に向
け、2029年までの今後4年間で総額100億ドル（約1兆6000億円）という歴史的な規模の投資を行う
ことを表明したのである8。この投資額は、2024年4月に発表された29億ドルの投資計画を飛躍的に
拡大するものであり、日本市場への期待と地政学的な重要性を示している8。 

Microsoftの投資の核心は、単なるデータセンター施設の物理的な増設にとどまらない。さくらイン
ターネットおよびソフトバンクという日本のインフラ中核企業と深く協力し、Microsoft Azure経由でア
クセス可能な「国内AI計算資源」の共同開発を進めるという点に、日本の国家戦略との極めて深い
合致が見られる8。 

この動きの背景には、AI開発における「データ主権（Data Sovereignty）」、あるいは「Sovereign AI
（主権AI）」という近年の最も重要な地政学的イシューが存在する。機密性の高い企業データ、政府
の基幹行政データ、そして国民のプライバシー情報を海外のサーバーに転送することなく、国内の厳

格な法制下で完全に保護・管理しながら、最先端のAI処理（学習および推論）を行う環境が安全保
障上不可欠となっている。Microsoftは、Azureの持つグローバルなソフトウェアスタックや運用ノウハ
ウを活用しつつ、物理的なデータ（東京都内および西日本エリアのデータセンターに配備される最先

端GPU群）を国内に完全に留める「シールド」された環境を整備する。これにより、国内企業や
LLM-jpのような研究コミュニティが、外部に依存することなく「独自の国産LLM」を安心して開発・運用
できる、強靭な物理レイヤーとクラウンプラットフォームの統合的なエコシステムが完成しつつあるの

である8。 

スーパーコンピュータ「富岳」と次世代通信インフラによる自立 
LLMのエコシステムとインフラを語る上で欠かせないもう一つの重要な視点が、理化学研究所や東
京工業大学、富士通などが共同で開発した「Fugaku-LLM」の存在である9。このモデルは、世界中で

NVIDIA等の最新GPUが慢性的に不足し、価格が高騰する中、富士通製の国産CPUを中央演算処
理装置とするスーパーコンピュータ「富岳」を用いて、大規模言語モデルの分散並列学習に成功した

点に最大の価値がある9。 

LLM-jp-4を含む多くの最先端モデルが特定の海外製GPUクラスタへのアクセスに依存している状況
下において、Fugaku-LLMの取り組みは、単なる日本の半導体技術の技術実証という次元を超え、
「特定ベンダーのハードウェアへの過度な依存からの脱却」という経済安全保障上の強烈なカウン

ターメジャーとしての意味を持つ9。このプロジェクトの過程で得られた、非GPU環境における超並列
的な大規模学習の知見は、富岳の後に続く次世代計算基盤のアーキテクチャ設計に直結するもの

であり、日本がハードウェアとソフトウェアの両面で自立性を保ち、グローバルなAI分野における優
位性を確立するための不可欠な布石となっている9。 

さらに、NTTグループもインフラ層における技術革新を加速させている。2026年3月12日、NTTは次世
代光通信向けに、200GHzクラスの動作速度と高信頼性を両立する世界初の受光素子を発表し、
データセンター内における3.2テラビット/秒クラスの超高速通信の実現に道筋をつけた10。AIの学習



および推論において、GPU間のデータ転送速度（インターコネクト）は深刻なボトルネックとなるが、
NTTの光通信技術はこれを根本から解決する可能性を秘めている。また、同月には生成AIアプリ
ケーションの実行環境を含むAIアプライアンス「NVIDIA DGX Spark」の提供を開始するなど、NTTは
インフラから通信、そして独自のLLM「tsuzumi」へと至るフルスタックのサービス提供体制を構築しつ
つある10。 

研究助成プログラムと100万人人材育成構想 
ハードウェアインフラの拡充と並行して、それを駆使する「人間」と「資金」への投資も本格化してい

る。Microsoftは、日本の研究者が最先端の大規模なAIシミュレーションやモデル開発に取り組める
よう、総額100万ドル（約1億6000万円）の研究助成プログラムを新たに開始した8。これは、大学や

公的研究機関にとって長年の深刻な課題であった「潤沢な計算リソースの確保」や「最新AIインフラ
へのアクセス不足」を解消する直接的かつ実務的な支援である8。LLM-jpのような学術コミュニティ主
導のプロジェクトが、今後12兆トークンをさらに超える次世代モデルの大規模学習を行う際、このよう
な計算資源への継続的なアクセス担保は死活的に重要となる。 

さらに、Microsoftは2030年までに日本国内で100万人のAIエンジニア・開発者を育成するという野
心的な目標を掲げ、ソフトバンク、NTTデータ、NEC、三井物産、富士通といった国内の主要エンター
プライズ企業と強固に連携して育成プログラムを推進する方針を打ち出している8。また、政府や警

察当局と連携し、サイバー攻撃の抑止やサイバー犯罪対策に取り組む「サイバー共同戦線」の構築

を目指すなど、AIの普及に伴うセキュリティの脅威に対しても包括的な防衛網を敷こうとしている8。 

結論と将来の展望：国産LLMの進化がもたらす波及効果 
2026年4月における「LLM-jp-4」シリーズの一般公開は、単に高精度な言語モデルが一つリリースさ
れたという表面的な事象にとどまらず、日本のAI開発コミュニティの技術的成熟度、戦略的自立性、
そして今後のイノベーションの方向性を明確に示す歴史的な指標である。 

約12兆トークンに及ぶ深大かつ精緻なコーパスによる事前学習と、VRAMや計算リソースを極限まで
最適化する最新のMoEアーキテクチャ（32B-A3B）、そしてグローバルなパラダイムシフトの最前線に
あるSystem 2推論（Thinking機能）の完全な内在化。これらの技術的達成は、パラメータサイズとい
う単純な暴力に依存せずとも、データ品質の圧倒的な向上とファインチューニングの洗練（SFTおよ
びDPOの実装）によって、中規模のモデルが汎用的な超巨大クローズドモデル（GPT-4o等）を局地
的なタスクにおいて明確に凌駕できるという事実を、実証データをもって証明した。 

さらに、ライセンスをオープンソースの象徴であるApache 2.0へと回帰させ、オープンサイエンスの
理念を貫徹したLLM-jpの決断は、今後の日本におけるAI開発の裾野を爆発的に広げる強力な起爆
剤となる。開発者はLLM-jp-4の強力な基礎推論能力と公開されたチューニングデータを基盤とし
て、ライセンスの制約に怯えることなく、医療、金融、法律、製造業といった特定ドメイン向けの高度

なカスタマイズモデルや、自律的エージェントを無数に生み出すことが可能となった。 

並行して、PFNの「PLaMo 3.0 Prime」が示すフルスクラッチによる長考・論理モデルの極致、Sakana 
AIによる事後学習を用いた迅速な特化型モデル・エージェントの構築、ELYZAによる行政インフラへ
の社会実装の加速、そしてFugaku-LLMが提示する非GPUアーキテクチャへの挑戦など、日本独自
の多様なアプローチが互いに競合し、かつ補完し合いながら、国産LLMのエコシステム全体を未知



の領域へと押し上げている。 

そして、これらの高度なソフトウェア層の演算を根本から支えるインフラストラクチャーにおいては、

Microsoftの1.6兆円という歴史的な巨額投資と、ソフトバンク・さくらインターネットによる国内計算資
源の共同開発が、データ主権と国家の経済安全保障を担保しつつ、「計算力不足」という日本の長

年の致命的ボトルネックを完全に解消しようとしている。 

2026年以降のLLM市場において、表層的な言語生成能力の優劣を競うフェーズはすでに終焉を迎
えた。今後の真の争点は、モデルがいかに深く自律的な「推論（Reasoning）」を反復できるか、それ
をいかに低遅延かつ低コストのアーキテクチャで実装し持続可能性を保つか、そして何よりも、強固

なデータ主権の枠組みの中で、国家の基幹システムやエンタープライズの深部へといかに安全に統

合していくかという実装フェーズへの移行である。12兆トークンの知識と高度な思考能力をオープン
に解き放った「LLM-jp-4」は、この新次元のグローバル競争において、日本が独自の強力なプラット
フォームを手にしたことを宣言する記念碑的な成果として、永く位置づけられるであろう。 
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